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朝日吉太郎
（Kichitaro
ASAHI）

Die Verånderung des japanischen
Lohnsystems unter Globalisierung（in:*Jü
rgen Keßler(Hrsg.)，Herausforderung

FHTW-Transfer
Nr. 49-2007
Berlin

2007. 9 28～53

イギリス建設産業における労働組合運動と団
体交渉機構

建設政策研究 創刊号 2007. 5 3～23

成熟社会における労働組合（*碓井敏正・大
西広編『格差社会から成熟社会へ』所収）

＜有機的連帯＞によ
る再活性化のシナリ

大月書店 2007. 9 147～
180
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浅見和彦

西広編『格差社会から成熟社会へ』所収） る再活性化のシナリ
オ

180

戦後日本の組合組織化運動とその論点 ローカルユニオンの
歴史的な文脈

月刊全労連 129 2007. 1 1～12

日本における社会的排除指標の構築と計測
の試み（*日本ソーシャルインクルージョン推
進会議編『ソーシャル・インクルージョン』所
収）

中央法規 2007. 1 203～
224

アメリカの所得分配と国民意識 海外社会保障研 159 2007. 6 21～36
日本における社会的排除の実態とその要因 季刊社会保障研

究
43-1 2007. 6 27～40

母子世帯に対する政策 児童扶養手当の満額
受給有期化の意味

生活経済政策 127 2007. 7 3～9

貧困のリスク（*橘木俊詔編『経済とリスク（リス
ク学入門2）』所収）

岩波書店 2007. 1 65～94

日本における社会的排除の実態（*埋橋孝
文・武川正吾・福原宏幸編『新しい社会政策
の課題と挑戦(第1巻)：社会的排除／包摂と
社会政策』所収）

法律文化社 2007.12 129～
152

日本の経済格差と貧困（*埋橋孝文・武川正
吾・福原宏幸編『新しい社会政策の課題と挑
戦(第1巻)：社会的排除／包摂と社会政策』
所収）

研究の蓄積 法律文化社 2007.12 243～
262

アメリカ合衆国（*仲村優一・阿部志郎・一
番ヶ瀬康子編『世界の社会福祉年鑑2007』所
収）(後藤玲子ほか共著）

旬報社 2007.12 215～
269

フランス自動車産業における労働時間の短
縮・弾力化とワークシェアリング

1990年代のルノーに
おける二類型の展開

彦根論叢（滋賀大
学）

364 2007. 1 133～
154

フランス自動車産業における格付けの簡素
化

ルノーにおける職務
遂行能力の認定によ
る専門工（職）化

彦根論叢（滋賀大
学）

365 2007. 3 21～36

飯田　茂 養護学校における母親への健康相談 健康教室（東山書
房）

676 2007. 3 52～55

日本的雇用システムの「崩壊」と「再構築」（*
中島克己・三好和代編『日本経済の再生を
考える』所収）

「失われた10年」と「こ
れからの10年」

ミネルヴァ書房 2007. 1 296～
317

規律訓練型社会政策のアポリア（*埋橋孝文
編『ワークフェア－排除から包摂へ』所収）

イギリス若年就労支
援政策からの教訓

法律文化社 2007.11 46～64

誰のためのワーク・ライフ・バランスか？ Int'lecowk（国際
経済労働研究）

62-3 2007. 3 20～25

居神　浩

阿部　彩

荒井壽夫
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居神　浩 書評：本間照光ほか『階層化する労働と生

活』（日本経済評論社）
神戸国際大学経
済文化研究所年
報

16 2007. 4 55～63

*日本労働運動資料集成　第12巻 旬報社 2007. 3 399
労働政治の構造変化と労働組合の対応 大原社会問題研

究所雑誌
580 2007. 3 31～43

「希望の国」か，それとも「絶望の国」か 「御手洗ビジョン」の
目指すもの

労農のなかま（全
農協労連）

505 2007. 3 5～10

大企業栄えて民滅ぶ「御手洗ビジョン」 自然と人間 129 2007. 3 8～11
労働法制の規制緩和と日本の労働者の働き
方

季刊生協労連 129 2007. 4 58～74

CTWの結成は「CIOの形成」の再版なのか 日本労働研究雑 562 2007. 5 87～89
*日本労働運動資料集成　第13巻 旬報社 2007. 6 403
*「戦後革新勢力」の源流 占領前期政治・社会

運動史論1945-1948
大月書店 2007. 3 253

井口克郎 わが国における介護分野への外国人労働者
受け入れ政策の背景と本質

賃金と社会保障 1449 2007. 9 22～38

伊佐勝秀 ヘックマン・モデルの基本構造 労働計量経済学にお
ける応用を中心に

経済学論集(西南
学院大学)

42-1/2 2007. 1 1～34

これからの雇用管理 京都経営者協会・
連合京都

2007 1～40

成果主義という人事改革について 人事・賃金制度の現
状と課題

賃金・労務通信 60-1 2007. 1 2～10

自動車産業の労使関係と国際競争力 生産・生産技術・研究
開発の観点から

労働政策研究報
告書（労働政策研
究・研修機構）

76 2007. 3 1～3，
11～
32，
148～

What is the Outcome of the Wages Reform
in recent Japan?

Japan Labor
Review

4-2 2007. 4 55～77

競争力の組織的基盤 ＧＭと日産・ホンダの
比較

国際産研（関西国
際産業関係研究

26 2007. 5 13～22

五十嵐仁

石田光男

所）
賃金制度改革の着地点を語る 国際産研（関西国

際産業関係研究
所）

26 2007. 5 89～
107，
120～
123

日本労使関係のいま 第3分科会座長報告 社会政策学会誌 18 2007. 1 133～
136

石塚史樹 ドイツ管理層職員による労使関係の展開（*
柴田徳太郎編『制度と組織の歴史分析』所

桜井書店 2007. 6 197～
235

（研究ノート）中国国家統計局家計調査の収
支項目の変遷（温海燕と共著）

学苑：人間社会学
部紀要（昭和女子
大学）

796 2007. 2 106～
118

クラーラ・ツェトキーン晩年の私的生活の一断
面

ドイツ連邦文書館
SAPMOに残された孫
ヴォルフガンクへの手
紙を通じて

学苑（昭和女子大
学)

797 2007. 3 2～19

（研究ノート）＜クラーラ・ツェトキーンと文学
＞をめぐる覚書

昭和女子大学女
性文化研究所紀

34 2007. 3 53～63

クラーラ・ツェトキーンと次男コスチャ＆ナ
ジャ・ツェトキーン夫妻の文通

学苑（昭和女子大
学)

802 2007. 8 833～
846

Clara Zetkin in ihrer Zeit- für eine historisch
zutreffende Einschätzung ihrer
Frauenemazipationstheorie

JahrBuch für
Forschungen zur
Geschichte der
Arbeiterbewegung

2007-III 2007. 9 19～25

クラーラ・ツェトキーンとその時代 生誕150年記念コロッ
キウム（ベルリン）によ
せて

学苑（昭和女子大
学)

804 2007. 1 (36)～
(45)

伊藤正純 知識基盤社会に適応するスウェーデンの教
育改革（*大桃敏行，上杉孝實，井ノ口淳三，
植田健男編『教育改革の国際比較』所収）

ミネルヴァ書房 2007. 9 246～
259

生産性地方本部の財政的自立 関西の場合 Discussion Papers
in Economics And
Business（大阪大
学）

07-01 2007. 1 1～10

生産性向上技術の導入と展開（久本憲夫と
共著）

生産性関西地方本
部・創設期のケース

Working Paper
（京都大学）

J-60 2007. 4 1～38

岩間大和子 2005年介護保険法改正の論点と介護保障政
策の課題

欧州諸国の政策動向
からの示唆

政教研紀要 29 2007. 2 19～51

伊藤セツ

岩田憲治
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岩間大和子 年金（*古橋エツ子編『初めての社会保障論』

第4章）
法律文化社 2007.11 61～86

*大学のキャリア支援（上西充子編著） 実践事例と省察 経営書院 2007. 1 1～23，
24～
76，
152～
192

書評：太郎丸博編『フリーターとニートの社会
学』

大原社会問題研
究所雑誌

588 2007.11 77～80

上原慎一 若年雇用対策の現状と課題 釧路市における雇用
対策の展開に即して

発達・学習支援
ネットワーク研究

7 2007. 3 191～
214

共訳：*東アジアの福祉資本主義（イアン・ホリ
ディ，ポール・ワイルディング編）

教育，保健医療，住
宅，社会保障の動き

法律文化社 2007. 5 278

税・社会保障制度が家計所得に及ぼす影響 国際比較データベー
スの構築

統計分析プロジェ
クト研究会報告書
1章（共著）

2007. 8 1～60

新しい福祉ガバナンスの視点 ワークフェアの国際的
動向からみた日本の
特徴

社会福祉学（日本
社会福祉学会）

48-3 2007.11 109～
114

*ワークフェア（編著） 排除から包摂へ？ 法律文化社 2007.11 273
ワークフェアの全体像把握を目指して(*『ワー
クフェア―排除から包摂へ？』序）

法律文化社 2007.11 1～11

ワークフェアの国際的席捲（*『ワークフェア―
排除から包摂へ？』第 1章）

その論理と問題点 法律文化社 2007.11 15～45

企業が求める人材と教育に関する実態調査
（西村和雄・平田純一・八木匡と共著）

大学論集（広島大
学高等教育研究
開発センター）

38 2007. 3 239～
255

NPOで「働く」ことを考える 精神的充足から有能
な人材が定着する環
境整備を

NPOジャーナル
（特定非営利活動
法人関西国際交
流団体協議会）

19 2007.11 11～22

上西充子

埋橋孝文

浦坂純子

海老一郎 日雇労働市場の縮小過程と野宿生活者問題
（*高田敏・桑原洋子・逢坂隆子編『ホームレ
ス研究－釜ヶ崎からの発信』所収）（中山徹と
共著）

信山社 2007. 7 34～67

ウェッブ夫妻（*小峯敦編『福祉の経済思想家
たち』所収）

「国民的効率」とナ
ショナル・ミニマム

ナカニシヤ出版 2007. 3 149～
160

バーナード＆ヘレン・ボザンケの福祉政策論 “慈善組織協会”の社
会哲学とソーシャル・
ワーク

愛知県立大学文
学部論集

55 2007. 3 1～27

介護保険と低所得者世帯 公的年金をベースに
した所得階級別の介
護費負担についての
シミュレーション分析

社会福祉研究（愛
知県立大学文学
部社会福祉学科）

9 2007. 7 1～14

米国の「ホワイトカラー・エグゼンプション」 労働の科学 2007.2月
号

2007. 2 26～29

雇用審判所事件で申立人労働者が受ける法
律支援

経営論集（明治大
学）

54巻3・4
合併号

2007. 3 65～84

日本の個別労働紛争 経営論集（明治大
学）

54巻3・4
合併号

2007. 3 165～
176

同一価値労働同一賃金原則と賃金制度改革
の動向

日本におけるペイ・エ
クイティ実現の課題を
さぐる

社会政策学会誌 17 2007. 3 129～
132

大石　徹 書評：中牧弘允・日置弘一郎編『会社文化の
グローバル化―経営人類学的考察』

斬新な正統派 民博通信（国立民
族学博物館）

119 2007.12 25

*Gendering the Knowledge Economy(co-
edited with Sylvia Walby，Heidi Gottfried，
Karin Gottschall)

Comparative
Perspectives

Palgrave
Macmillan
(Basingstoke and
New York)

2007 xiv+32
2

Comparative Livelihood Security Systems
from a Gender Perspective，(*Walby，
Sylvia， Heidi Gottfried， Karin Gottschall
and Mari Osawa(eds.)Gendering the
Knowledge Economy)

with a Focus on
Japan

Palgrave
Macmillan
(Basingstoke and
New York)

2007 81～
108

The Livelihood Security System and Social
Exclusion: the ‘Male Breadwinner' Model
Revisited (*Lenz，Ilse， Charlotte Ullrich and
Barbara Fersch (eds.) Gender Orders
Unbound?)

Restructuring and
Reciprocity

Barbara Budrich
Publishers

2007 277～
301

大沢真理

江里口拓

遠藤公嗣
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社会的排除から「生活の協同」へ 生活協同組合研

究
372 2007. 1 30～37

格差社会を越えて（岩田正美，神野直彦，宮
本太郎と）（生活経済政策研究所設立10周年
記念シンポジウム）

公正社会の新しいデ
ザイン

生活経済政策 120 2007. 1 4～24

ディスカッション　格差拡大の中での「生活の
協同」の位置づけ（福士正博，山口浩平と共
著）

生活協同組合研
究

372 2007. 1 38～42

生活保障システムと少子高齢化（*東京大学
社会科学研究所編『国立大学附置研究所・
センター長会議第三部会（人文・社会科学）
第3回シンポジウム　少子高齢化―何が問題
か』所収）

社会的排除／包摂の
視点から

東京大学社会科
学研究所

2007. 2 22～31

*現代日本の生活保障システム 座標とゆくえ 岩波書店 2007. 3 251
ダイアン・エルソン「新自由主義的なグローバ
ル化とジェンダー平等（*市井礼奈訳，大沢
真理監修・北九州市立男女協同参画セン
ター“ムーブ”編『ジェンダー白書5　女性と経
済』所収）

オルタナティブを求め
て

明石書店 2007. 3 46～71

（総論）経済危機とジェンダー（*北九州市立
男女共同参画センター“ムーブ”編『ジェン
ダー白書5　女性と経済』所収）

明石書店 2007. 3 30～45

*生活の協同（編著） 排除を超えてともに生
きる社会へ

日本評論社 2007. 4 287

いま，なぜ，「生活の協同」なのか（*大沢真
理編『生活の協同』所収）

日本評論社 2007. 4 3～28

表紙の顔　原ひろ子 学術の動向 2007. 6 3
ラウンドテーブル07･3･26の報告「『美しい日
本』で生き延びられますか！？」（大森真紀，
中野麻美，林陽子と）

フォーラム・「女性
と労働21」『女性と
労働21』

61 2007. 6 18～49

巻頭言「人身取引を吸引する「美しい国」」 生活協同組合研 379 2007. 8 2～3

大沢真理

究
東アジアの社会政策を考える視点 社会政策学会誌

（法律文化社）
18 2007. 9 19～32

対談：2007年を振り返る　混迷する日本社会
はどこに向かうのか（桂敬と）

女性展望 2007.11
/12

5～10

社会的排除を超えて「希望と安心」へ ユニバーサル・サービ
スと生活の協同

世界 2007.12 79～87

「発達」重視の児童手当のこれから 季刊家計経済研
究

73 2007. 1 21～32

“陰徳の豪商”内田惣右衛門の社会貢献 江戸時代の救貧活動
とその伝承

福井県立大学論
集

29 2007. 7 155～
169

福井県三国の豪商内田家に関する史料 福井県立大学論
集

29 2007. 7 195～
212

歴史学における写真・映像 高度情報化と文書偏
重主義の挟間にある
盲点を考える

大東文化大学紀
要（社会科学）

45 2007. 3 115～
125

日本経済史における理論的・思想的支柱の
喪失

今何が起きているの
か

武蔵大学論集 54-4 2007. 3 85～98

明治近代化の中の公的扶助と私的救済 今何を学び取るべき
か

法政大学イノベー
ションマネジメント
研究センター
ワーキングペー

30 2007. 3 3～60

日本史における外国人の視点 英米人の日本史研究
に対する批判的検証

経済論集（大東文
化大学）

89 2007. 7 1～12

書評：菅沼隆著『被占領期社会福祉分析』 歴史と経済（政治
経済学・経済史学
会）

196 2007. 1 58～60

日本におけるNPOの現況と問題点 米国との比較をふま
えた批判的検証

2007年度政治経
済学・経済史学会
秋季学術大会パ
ネル「公共圏にお
けるNGO・NPOの
現状と課題」
（【http://wwwsoc.
nii.ac.jp/seikeisi/f
ukushi.html】に
PDF公開）

2007. 1 1～15

日本経済史における金融史研究の動向 戦前日本の研究を中
心に

東洋研究（大東文
化大学）

165 2007.11 15～26

大塩まゆみ

大杉由香
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
指定管理者制度導入についての考察／まと
めと提言（*京都指定管理者制度研究会（代
表大谷強）編『調査結果報告書』所収）

京都地方自治総
合研究所

2007. 5 1～10，
51～52

自治体行政の見なおしと新しい公共の創造 京都フォーラム
（京都地方自治総
合研究所）

100 2007. 6 5～9

市民主体の介護保険制度への展望（*足立
眞理子ほか編著『フェミニスト・ポリティクスの
新展開―労働・ケア・グローバリゼーション』
所収）

介護保険の達成した
水準と課題の検証か
ら

明石書店 2007. 9 198～
218

『就労実態調査』から考えられること 兵庫県被差別部落の
就労実態と課題

部落解放同盟兵
庫県連合会労働
対策部

2007. 1 32～36

*和泉の人造真珠産業（共著） 和泉市立人権文
化センター

2007. 3 1～74

データベース：大原社会問題研究所雑誌 http://www.econ.
osaka-
cu.ac.jp/CREI/in
dex.html

2007. 3

解題：大原社会問題研究所雑誌 http://www.econ.
osaka-
cu.ac.jp/CREI/in
dex.html

2007. 3

*居住福祉と生活資本の構築（MINERVA社
会福祉叢書）

社会と暮らしをつむぐ
居住

ミネルヴァ書房 2007. 5 231

「英米両国におけるホームレス政策の再構築
の方向性に関する考察」に対する討論

日本建築学会計
画系論文集

616 2007. 6 215

*イギリスにおけるホームレス問題とその支援
事業（居住福祉研究叢書2）

信山社 2007. 6 31～64

A Comparative Study of Homelessness in the
United Kingdom and Japan

Journal of Social
Issues

63-3 2007. 8 525～
542

大谷　強

大西祥惠

岡本祥浩

*世界ホームレス百科事典（デーヴィッド・レ
ヴィンソン編集代表，駒井洋監修，田巻松雄
監訳者代表）（監訳分担）

明石書店 2007.12 798

貧困と居住（*仲村優一ほか監修『エンサイク
ロペディア　社会福祉学』所収）

中央法規 2007.12 874～
877

*小川政亮著作集 1 人権としての社会保
障

大月書店 2007. 1 402(解
題403
～406)

*小川政亮著作集 2 社会保障法の史的展
開

大月書店 2007. 1 394(解
題395
～399)

*小川政亮著作集 3 社会保障の権利と組
織・財政

大月書店 2007. 1 321(解
題323
～328)

*小川政亮著作集 4 家族・子どもと社会保
障

大月書店 2007. 1 353(解
題355
～361)

*小川政亮著作集 5 障害者・患者・高齢者
の人として生きる権利

大月書店 2007. 1 365(解
題367
～374)

*小川政亮著作集 6 戦後の貧困層と公的
扶助の権利

大月書店 2007. 1 295(解
題297
～302)

*小川政亮著作集 7 社会保障権と裁判 大月書店 2007. 1 362(解
題363
～366)

*小川政亮著作集 8 社会保障と平和・国
籍・被爆者

大月書店 2007. 1 400(解
題401
～405)

「自立支援医療」にみる障害者医療政策の変
質（*障害者生活支援システム研究会編『障
害者自立支援法と人間らしく生きる権利』所
収）

かもがわ出版 2007. 3 141～
157

共同作業所運営助成金に関する行財政分析 経済学論纂（中央
大）

47-5･6 2007. 3 151～
169

戦後日本の障害者自立支援政策の展開 国民医療（国民医
療研究所）

243 2007.12 11～30

小倉襄二 *現代社会保障・福祉小事業（佐藤進と監修） 法律文化社 2007. 2 205

荻原康一

小川政亮

5



著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
小倉襄二 *右翼と福祉 異形の底辺にむかう

志と福祉現況へのメッ
セージ

法律文化社 2007.11 244

ワーキングプアの諸相と最低賃金制の抜本
改革

月刊全労連（全国
労働組合総連合）

125 2007. 6 1～9

非正規雇用の賃金水準と最低賃金制 所報協同の発見 179 2007. 6 10～14
読書ノート：栃本一三郎・連合総合生活開発
研究所編『積極的な最低生活保障の確立―
国際比較と展望』

大原社会問題研
究所雑誌

588 2007.11 61～72

ドイツにおける「介護改革」の行方 週刊社会保障 2451 2007. 1 42～47
*ドイツ社会保障の潮流 朝文社 2007.11 233
クライエントの生活背景をどうつかむか 生活保護受給世帯，

ホームレスの実態から
島根県医療社会
事業協会設立40
周年記念誌 医療
ソーシャルワー
カーのあゆみ

2007. 3 12～33

現代の貧困と公的扶助制度（*坂脇昭吉・阿
部誠編著『現代日本の社会政策』所収）

ミネルヴァ書房 2007. 4 124～
146

大分県下における福祉ニーズの実態把握と
その充足方法についての研究（その1）（衣笠
一茂・衛藤淳之介と共著）

大分県社会福祉協議
会受託研究『生活課
題実態調査』の結果
と分析から

紀要（大分大学大
学院福祉社会科
学研究科）

8 2007.11 29～40

葛西リサ 母子世帯の居住水準と住居費の状況 大阪府及び大阪市の
事例調査を中心とし
て

都市住宅学会 2007.11 15～20

パートのユニオンリーダーと組合参加 小売企業における
パート組織化の事例
調査をもとにして

社会政策学会誌
（法律文化社）

17 2007. 3 180～
204

女性パートの正社員への転換に関する決定
要因分析（『SSJデータアーカイブリサーチ
ペーパーシリーズ』No36）

東京大学社会科
学研究所

2007. 3

小越洋之助

小梛治宣

垣田裕介

金井　郁

少子高齢化社会における女性労働の未来 厚生労働省科学
研究費補助金長
寿科学の推進に
係るグランドデザ
インに関する研究
（H18-長寿-一般
-042）平成18年度

2007. 6

公私関係論に関する史的研究（1） 東洋大学社会学
部紀要

44-2 2007. 2 39～53

社会福祉の歴史（*保育士養成講座編纂委
員会編『社会福祉　改訂3版』所収）

全国社会福祉協
議会

2007. 2 25～42

生活支援施策の形成（*古川孝順編『生活支
援の社会福祉学』所収）

有斐閣 2007. 7 33～43

千葉県市川市のボランティア団体への市民
税1％額支援の例（*小田兼三ほか編『人口
減少時代の社会福祉学』所収）

ミネルヴァ書房 2007.12 174～
180

イギリス（*萩原康生ほか編『世界の社会福祉
年鑑2007』所収）

基礎データ／概観／
制度・政策の展開

旬報社 2007.12 27～33

社会保険と社会事業の時代　他2項目（*仲
村優一ほか監修『エンサイクロペディア　社会
福祉学』所収）

中央法規 2007.12 210～
221

金子良事 1920年富士瓦斯紡績押上工場争議の分析 「団結権」獲得を巡る
攻防の光と影

経営史学 42-3 2007.12 5～34

*入門　社会保障 ミネルヴァ書房 2007. 2 348
現代日本における地域福祉の課題 歴史的経過を通して 社会福祉研究（鉄

道弘済会）
99 2007. 7 10～21

介護保険制度の課題と将来 週刊社会保障（法
研）

2444 2007. 8 114～
117

韓国の労働運動 現状と課題 世界の労働（日本
ILO協会）

57-1 2007. 1 40～52

現代自動車労働組合の産別労組への転換
が意味するもの

民主労総・金属産業
連盟の産別労組建設
運動の流れのなかで

国府台経済研究 18-3 2007. 3 73～
189

工藤隆治 社会福祉思想史（*井村圭壮，藤原正範編
『日本社会福祉史　明治期から昭和戦前期ま
での分野別形成期』所収）

勁草書房 2007. 2 131～
140

「格差社会」の若者と女性 女性労働研究 51 2007. 1 7～25
*格差社会ニッポンで働くということ 雇用と労働のゆくえを

みつめて
岩波書店 2007. 6 260

北場　勉

金　元重

金子光一

熊沢　誠

6



著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
熊沢　誠 「個人の時代」の労働組合 労働法律旬報 1652 2007. 7 6～24
倉田　剛 *持家資産の転換システム リバースモーゲージ

制度の福祉的効用
法政大学出版局 2007. 3 230

今日のワーキングプアと不安定就業問題 間接雇用を中心に 経済研究（静岡大
学）

11-4 2007. 4 519～
542

間接雇用は雇用と働き方をどう変えたか 不安定就業の今日的
断面

季刊経済理論（経
済理論学会）

44-3 2007. 1 5～18

木暮雅夫 カメラ業界における雇用関係の現状 経済集志(日大） 77-3 2007. 1 173～
188

公共マーケティングの現状と課題 クレジット研究（日
本クレジット産業
協会クレジット研
究所）

38(別冊) 2007. 3 8～38

アメリカ・イギリスのコミュニティ開発金融機関
（CDFI）によるマイクロファイナンス

社会政策学会誌
（法律文化社）

17 2007. 3 205～
224

コミュニティ金融の基盤整備（*塚本，柳澤，
山岸編著『イギリス非営利セクターの挑戦』所
収）

ボランタリー・コミュニ
ティ組織（VCO）・社
会的企業への融資促
進策

ミネルヴァ書房 2007. 6 180～
199

医療制度改革と健康格差 社会福祉研究 100 2007 111～
119

健康格差と社会政策（松田亮三と共著） 政策内容と政策過程 保健医療科学 56（2） 2007 63～75
「健康格差社会」への処方箋　第4回 遺伝と環境－生まれ

は育ちを通して
保健師ジャーナ
ル

63(1) 2007. 1 70～76

「健康格差社会」への処方箋　第5回 歴史に学ぶ　科学は
理論・仮説に始まる

保健師ジャーナ
ル

63(2) 2007. 2 152～
158

メタボリックシンドロームへの保健指導がうまく
いかない6つの理由

大阪保険医雑誌 481 2007. 2 4～8

*検証「健康格差社会」 介護予防に向けた社
会疫学的大規模調査

医学書院 2007. 3 182

「健康各社社会」への処方箋　第6回 「遅ればせの教訓 保健師ジャーナ 63(3) 2007. 3 268～

近藤克則

伍賀一道

小関隆志

（Late Lessons）」に学
ぶ

ル 273

「健康格差社会」への処方箋　第7回 社会保障は経済を停
滞させる？　事実か
仮説か

保健師ジャーナ
ル

63(4) 2007. 4 364～
369

「健康格差社会」への処方箋　第8回 「健康格差」対策の総
合戦略　ヨーロッパの
到達点を踏まえて

保健師ジャーナ
ル

63(5) 2007. 5 444～
450

「健康格差社会」への処方箋　第9回 個人・世帯レベルの
危険因子の戦略　肥
満・教育・貧困児童を
例に

保健師ジャーナ
ル

63(6) 2007. 6 538～
544

韓国における高齢者向け地域福祉施策（斎
藤嘉孝・平井寛・市田信行と共著）

「敬老堂」からの示唆 海外社会保障研
究

Summer2
007／159

2007. 6 76～84

負け組の受難 深まっていく健康格
差社会

週刊東洋経済 2007.6.23 2007. 6 52

「健康格差社会」への処方箋　第10回 メゾ（コミュニティ・職
場）レベルの危険因
子への戦略

保健師ジャーナ
ル

63(7) 2007. 7 638～
645

「健康格差社会」への処方箋　第11回 マクロレベルにおける
対策

保健師ジャーナ
ル

63(8) 2007. 8 728～
734

「健康格差社会」への処方箋　第12回 ハイリスク戦略の限界
とそれに代わるもの

保健師ジャーナ
ル

63(9) 2007. 9  830～
835

*検証「健康格差社会」（吉井清子・松田亮
三・末盛慶・市田信行と共著）

介護予防に向けた社
会疫学の可能性②
AGESプロジェクト報
告「介護予防に向け
た社会疫学的大規模
調査」社会疫学の視
点から

公衆衛生 71(9) 2007. 9 767～
772

翻訳：*マーモット．M 著　鏡森定信・橋本英
樹監訳『ステータス症候群』

日本評論社 2007. 1 335

「健康格差社会」への処方箋　最終回 変化の兆しはどこに 保健師ジャーナ
ル

63(10) 2007. 1 942～
947

リハビリテーション医療の動向 医療と福祉の機能分
化，回復期リハビリ
テーション病棟，診療
報酬

総合リハビリテー
ション

35(10) 2007. 1 975～
980

7



著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
韓国の敬老堂におけるソーシャルキャピタル
と健康（斎藤嘉孝・平井寛・秦基南と共著）

公衆衛生 71(10) 2007. 1 850～
853

連載「健康格差社会」への処方箋　番外編
（相田潤と共著）

歯科疾患における健
康格差とその対策

保健師ジャーナ
ル

63(11) 2007.11 1038～
1043

自己決定の脆弱な新潟県財政（*ブックレット
『新潟県財政の姿』所収）

成熟社会，1965～
2004年度

新潟県地域総合
研究所

2007. 7 2～62

自治体財政からみた住民参画型社会の必然
性（*羽貝編『自治と参加・協働』所収）

財政危機と社会統合
システムの模索

学芸出版社 2007. 8 75～
106

市町村合併・三位一体改革の政治経済学（*
羽貝編『平成大合併　新潟県の軌跡』所収）

新潟日報事業社 2007. 9 26～39

桜林　誠 同志会百年の歴史的背景・格差社会の癌治
療難と折り折りの歌

同志会会報 93 2007. 2 18～21

佐藤　忍 日本の外国人労働者 香川大学経済論
叢

80-2 2007. 9 3～36

新興工業国における雇用と社会保障政策
第6回

中国 アジア経済 48-4 2007. 4 74～91

経済グローバル化における香港の社会保障 東アジア型福祉国家
の再考にむけて

問題と研究 36-4 2007.
7-8

23～43

書評：若林敬子著『中国の人口問題と社会的
現実』

アジア研究 53-4 2007. 1 102～
106

中国における労使関係の変化と社会保障の
変容（*宇佐見耕一編『新興工業国における
雇用と社会保障』所収）

コーポラティズムへの
期待と現実

IDE-JETRO（アジ
ア経済研究所）

2007.12 259～
295

柴田謙治 *貧困と地域福祉活動 セツルメントと社会福
祉協議会の記録

みらい 2007. 1 318

これからの社会と大学および生協（*馬場博
之・千葉商科大学生共編『生協の本：国内最
大級の流通業についてみんなが知りたいこ
と』所収）

コープ出版 2007. 3 29～
534

A New Empire or a Global Civil Society? roles of citizens in
making the 21st

Bulletin of Seisen
University

XXVIII 2007. 6 1～15

庄司興吉

斎藤忠雄

澤田ゆかり

近藤克則

century world order Research Institute
for Cultural
Sciences

Making Global Society for Citizens a citizens' view on
processes and effects
of globalization

Bulletin of Seisen
University

55 2007.12 29～48

イギリスにおける地域保健サービスの形成 NHS成立の一側面 大原社会問題研
究所雑誌

586・587 2007.
9・10

34～46

戦後イギリス地域医療の展開 1948～74年のバーミ
ンガム市を事例として

医療と社会（医療
科学研究所）

17-3 2007.12 315～
327

朝鮮社会事業研究会と朝鮮社会事業協会の
設立

朝鮮社会事業（復
刻版）（近現代資
料刊行会）

別冊 2007. 2 6～32

児童手当併給禁止措置の見直しを障害児教
育の充実を（*菊地正治，細井勇，柿本誠編
著『児童福祉論』所収）

新しい動向と基本的
視点

ミネルヴァ書房 2007. 3 224～
227

目が見えない人って，どれぐらいいるのです
か？　ところで，目が見えない人は，歴史のな
かでどのように扱われてきたのですか？（*楠
敏雄，三上洋，西尾元秀編著『知っています
か？視覚障害者とともに一問一答』所収）

解放出版社 2007.11 7～11，
88～95

無拠出制年金から排除され続ける在日外国
人

学術論文集（朝鮮
奨学会）

26 2007.12 9～27

少子化問題と社会政策 ミュルダールと高田保
馬

経済学雑誌（大阪
市立大学経済学
会）

107-4 2007. 3 108～
127

人口問題と社会政策 米田庄太郎と海野幸
徳

経済学雑誌（大阪
市立大学経済学
会）

108-1 2007. 6 21～40

杉橋やよい 世界経済フォーラムによるジェンダー格差の
統合指数

紹介と検討 研究所報（法政大
学日本統計研究
所）

35 2007. 2 11～26

アメリカ調査の報告（*杉本貴代栄研究代表
者『「ジェンダー指標」による福祉国家比較研
究－日・米・北欧・韓国の女性政策比較研
究』所収）

科学研究費補助
金研究成果報告
書

2007. 5 1～17，
69～89

ホームヘルパーが抱えるジェンダー課題 ホームヘルパーへの
聴き取り調査の結果
から

金城学院大学人
文・社会科学研究
所紀要

11 2007. 7 51～66

杉本貴代栄

白瀬由美香

愼　英弘

杉田菜穂
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
トヨタとトヨタ関連企業の賃金格差 労務理論学会誌 16 2007. 1 137～

149
トヨタの再雇用制度 中京経営研究 16-2 2007. 2 77～

102
書評：小越洋之助『終身雇用と年功賃金の転
換』

社会政策学会誌 18 2007. 9 163～
166

地域労働運動の日米比較 地方労働評議会と地
区労・地区連合会の
事例に基づいて

国府台経済研究
（千葉商科大学経
済研究所）

18-3 2007. 3 3～45

書評：Lonny E.Carlie著『Division of
Labor:Globality,Ideology,and War in the
Shaping of the Japanese Labor Movement』

International
review of social
history

52-1 2007. 4 158～
163

戦後日本労働運動の政策志向の分析 生活経済政策（生
活経済政策研究
所）

127 2007. 8 28～39

書評：Ruth Milkman著『L.A.Story:Immigrant
Workers and the Future of the U.S. Labor
Movement』

大原社会問題研
究所雑誌

586･587 2007. 9･
10

75～79

読書案内：東京新聞社会部編『あの戦争を伝
えたい』　島本慈子著『戦争で死ぬ，というこ
と』

金属労働研究 86 2007. 3 41～46

1949年のレッド・パージ阻止した高知県教組
の闘い

レッド・パージ反対闘
争史への一つの補足
として

金属労働研究 86 2007. 3 49～52

読書案内：道幸哲也著『15歳のワークルー
ル』　小川英郎『はたらくって？働くことに関
する45のQ&A』

金属労働研究 87 2007. 5 14～17

扉の言葉　労働法制見直しの攻勢に広大な
共同の運動を

金属労働研究 88 2007. 7 1～2

“労働ビッグ・バン”路線と労働法制の抜本的
見直し政策

第166通常国会の政
治過程を振り返って

季刊労働者教育 128 2007. 8 1～13

杉山　直

鈴木　玲

芹沢寿良

読書案内：朝日新聞取材班『ロストジェネレー
ション　さまよえる2000万人』

金属労働研究 89 2007. 9 23～27

労働運動再生への糸口は何か アメリカでの議論から 現代の理論 13 2007. 1 150～
156

アメリカ労働運動の現在 労働運動は働く者の
貧困とどう闘っている
か？

労働情報 729 2007. 1 18～19

髙田亮爾 中小企業問題と研究の視点（1） 流通科学大学論
集－流通・経営編

20-1 2007. 7 27～39

立案者が証言する「歪められた規制緩和」 「派遣」は「専門業務
限定」に戻すべきだ

エコノミスト 2007. 1

*詳解労働者派遣法　第3版 エイデル研究所 2007. 3 718
*少子高齢社会での雇用と能力開発に関す
る調査研究Ⅱ

雇用・能力開発機
構

2007. 3 213

*社会経済環境の変化に対応したシルバー
人材センター事業の進め方

全国シルバー人
材センター事業
協会

2007. 5 36

破壊された「労働の世界」 労働市場流動化論批
判

国際経済労働研
究

62-5 2007. 5 7～14

労働ビッグバンを問う上・中・下 破壊された働く環境
ほか

東京新聞 2007.
5.8，
5.22，
6.12

失業なき労働移動の今日的意義とセンター
に期待するもの（ほか座談会）

かけはし 21-8 2007. 7
臨時増
刊

6～17

*構想　完全雇用政策の再構築 労働ビッグバンを問う 社会経済生産性
本部

2007.11 221

ドイツ社会扶助制度改革と自治体財政への
影響

三位一体改革の
ネックスト・ステー
ジ（日本地方財政
学会）

2007 123～
143

地方税財政改革の現段階 住民と自治 527 2007. 3 24～27
ハルツIV改革とドイツ型財政連邦主義の行
方

金沢大学経済学
部論集

27-2 2007. 3 149～
173

財源移譲の積み残し課題 地方税 57-7 2007. 7 11～17

高須裕彦

武田公子

高梨　昌
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
竹中恵美子 転換点に立つ男女雇用平等政策（*足立眞

理子・伊田久美子・木村涼子・熊安貴美江編
著『フェミニスト・ポリティックスの新展開＝労
働・ケア・グローバリゼーション』所収）

新しい社会システム
の構築にむけて

明石書店 2007. 9 70～91

*障害のある人の社会福祉学 学文社 2007. 4 280
障害のある人の自立支援法の矛盾と課題 草の根福祉 39 2007. 1 1～16
ベトナムにおける障害のある人の社会福祉の
現状と課題

草の根福祉 39 2007. 1 19～32

日本の福祉国家化と韓国の福祉国家化 週刊社会保障 2423 2007. 3 40～45
*現代日本社会保障論　第2版 光生館 2007. 4 256
*社会福祉士の基礎知識　2008年版（共著，
社会保障制度を担当）

誠信書房 2007. 6 334

日本における社会保障制度体系の確立（下） 流通経済大学論
集

42-1 2007. 7

東アジア福祉国家論はいかに論じられるべき
か

社会政策学会誌 18 2007. 9 66～74

連邦緊急救済事業と社会保障（*岡本・田端・
濱野・古川・宮田編『エンサイクロペディア社
会福祉学』所収）(辞書項目執筆）

中央法規出版 2007.12

雇用・社会保障とジェンダー (東北大学21世
紀COE ジェンダー法・政策研究叢書 第9巻)
（嵩さやかと共編）

東北大学出版会 2007. 5 438

性別格差と平等政策 (*嵩さやか・田中重人
(編)『雇用・社会保障とジェンダー』所収)

階層論の枠組による
体系的批判

東北大学出版会 2007. 5 217～
238

研究ノート：福祉国家と市民社会の規範構造 フランス福祉国家の
形成・再編期を事例と
して

法政理論 39(2) 2007. 3 389～
416

研究動向：ジャコバン主義と市民社会 19世紀フランス政治
思想史研究の現状と
課題

社会思想史研究 31 2007. 5 108～
117

現代フランスにおける連帯の再生論 労働と社会権との関 生活経済政策 130 2007. 1 25～29

田多英範

田中重人

田中拓道

竹原健二

わりから
「社会的なもの」への想像力 フランスとイギリス 創文 503 2007.12 6～10
現代日本のポバティラインを考える 社会政策学会誌

（法律文化社）
17 2007. 3 17～31

大河内一男先生との1日 国際経済労働研 7 2007. 7 4～5
*社会政策を学ぶ人のために 3訂（大森真紀
と共編）

世界思想社 2007. 9 286

日本の公的扶助と日雇い労働者問題の現在 大阪の事例から 社会保障研究（中
国人民大学）

2 2007.12 119～
123

書評：谷沢弘毅著『近代日本の所得分布と家
族経済－高格差社会の個人計量経済史学』
（日本図書センター，2004.12）

社会政策学会誌
（法律文化社）

18 2007. 9 167～
170

書評：浅海典子著『女性事務職のキャリア拡
大と職場組織』（日本経済評論社　2006.5）

経営史学（経営史
学会）

42-2 2007. 9 67～70

中国の社会サービスにおけるNPO（*広井良
典・沈潔編著『中国の社会保障改革と日本』
所収）

アジア福祉ネットワー
クの構築にむけて

ミネルヴァ書房 2007. 3 155～
190

*中華圏の高齢者福祉と介護 中国・台湾・香港 ミネルヴァ書房 2007. 6 238
「満州国」都市女性の女性の生活およびその
変化（*早川紀代ほか編『東アジアの国民国
家形成とジェンダー－女性像をめぐって』所
収）

青木書店 2007. 7 332～
354

塚原　薫 医療改革の推進と医療事業統合 米国のIHNの動向を
手がかりに

経済経営論集（名
古屋学院大学大
学院院生協議会）

10 2007. 2 65～84

書評：OECD編著，阿萬哲也訳『世界の医療
制度』

社会政策研究 7 2007. 3 214～
217

書評：室住眞麻子著『日本の貧困』 大原社会問題研
究所雑誌

583 2007. 6 70～73

通信・放送産業の生産波及効果（*諏訪貞夫
編著『日本経済の進歩と将来』所収）

拡大レオンチェフ集
数による産業連関分
析

成文堂 2007. 6 44～56

処方された医薬品の患者満足度に関する共
分散構造分析（篠沢弘美子，岩井高士，笹
林幹生，福原浩行と共著）

厚生の指標 54 2007.12 28～33

槌田　洋 Reflection on Regionalization in
Sweden(*Lennart Nilsson 編『Det våras för
regionen』所収)

Multi level
Governance under
Economic

SOM-
INSTITUTET

2007. 2 231～
240

塚原康博

玉井金五

千本暁子

沈　潔
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
槌田　洋 スウェーデン福祉国家の転換とリージョン実

験（*日本地方財政学会編『三位一体改革の
ネクスト・ステージ』所収）

勁草書房 2007. 1 144～
166

「八級賃金制度」の性格 計画経済期の中国に
おける賃金制度の一
角を考察する

日本労務学会第
37回全国大会報
告論集（日本労務

2007. 8 354～
360

計画経済期の中国における賃金制度の展開 「労働に応じた分配」
原則を巡って

評論・社会科学
（同志社大学）

88 2007.11 1～37

炭鉱労働運動と協同組合運動論 協う（くらしと協同
の研究所）

101 2007. 6 20～23

人間らしく働き生きる権利と「ルールなき日本
資本主義」論（1）

経済（新日本出版
社）

143 2007. 8 127～
145

人間らしく働き生きる権利と「ルールなき日本
資本主義」論（2）

経済（新日本出版
社）

144 2007. 9 77～
160

人間らしく働き生きる権利と「ルールなき日本
資本主義」論（3）

経済（新日本出版
社）

145 2007. 1 154～
174

人間らしく働き生きる権利と「ルールなき日本
資本主義」論（4）

経済（新日本出版
社）

146 2007.11 160～
175

徳永重良 書評：加藤榮一著『現代資本主義と福祉国
家』

人文社会科学論
叢（宮城学院女子
大学人文社会科
学研究所）

16 2007. 3 81～89

冨江直子 *救貧のなかの日本近代（MINERVA社会福
祉叢書18）

生存の義務 ミネルヴァ書房 2007. 2 322

The Problem of Foreign Worker in Japan with Special
Reference to
Japanese-Brazilian
Workers

Saga Uniuversity
Economic Review

39special
Issue

2007. 3 79～89

開発分門・生産技術部門の仕事・管理，労使
関係（*労働政策研究・研修機構『自動車産
業の労使関係と国際競争力』所収）

労働政策研究・研
修機構

2007. 3 22～77

竇 少杰
（ﾄｳ ｼｮｳｹﾂ）

戸木田嘉久

富田義典

ポスト成長期型労使関係と労働組合（*坂脇・
阿部編『現代日本の社会政策』所収）

ミネルヴァ書房 2007. 6 224～
244

日本労使関係の特質と可能性 社会政策学会誌 18 2007. 9 77～92
自動車産業労使関係研究の一回顧 佐賀大学経済論

集
40-4 2007.11 55～

122
*フツーをつくる仕事・生活術（新しい生き方
基準をつくる会（共著）中西新太郎監修）

28歳編 青木書店 2007. 6 238

自動車産業における請負労働と分業構造 大原社会問題研
究所雑誌

585 2007. 8 57～70

感情と家族内暴力（*高橋惠子ほか編『感情
の心理学』所収）

日本放送出版会 2007. 4 177～
189

書評：村田晶子『女性問題学習の研究』（未
来社，2006.12）

日本社会教育学
会紀要

43 2007. 6 171～
172

性差別と女性の生活問題（*岡本民夫ほか編
『エンサイクロペデイア　社会福祉学』所収）

中央法規出版 2007.12 966～
969

近親姦．男女共同参画．男女共同参画社会
基本法．ドメスティック・バイオレンス（*金子幸
子ほか編『日本女性史大辞典』所収）

吉川弘文館 2007.12 205,
471,
518

報告要旨：業績評価基準としてのコンピラン
シー

産業・組織心理学
研究

21-1 2007. 7 81～85

行動ディメンションのクラスター分析と職務能
力の類型化

九州大学大学院
経済学会経済論
究

128 2007. 7 1～8

アセスメントセンターの行動ディメンションの
因子構造分析

九州大学大学院
経済学会経済論
究

128 2007. 7 9～21

モチベーション理論の現代性 経営哲学 4-1 2007. 9 90～98
ディレールメントの自己および他者評価 九州大学大学院

経済学会経済論
究

129 2007.11 83～
102

中国における地方公務員 その就業意識 九州大学大学院
経済学会経済論
究

129 2007.11 103～
114

デジタル家電産業の新たな労働編成とその
問題点（*井上・林・渡邊編『ユビキタス時代
の産業と企業』所収）

税務経理協会 2007. 3 133～
160

雇用・労働市場の流動化と非正規労働問題
（*坂脇昭吉・阿部誠編『現代日本の社会政
策』所収）

ミネルヴァ書房 2007. 4 175～
204

内藤和美

長井偉訓

戸室健作

永井隆雄
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
近現代日本の社会福祉「対象」の時期区分 社会事業史研究

（社会事業史学
34 2007. 3 1～11

*現代の生活問題 放送大学教育振
興会

2007. 4 286

都市下層の生活構造と社会的位置の変容（*
倉沢愛子編『都市下層の生活構造と移動
ネットワーク』所収）

明石書店 2007. 4 171～
246

アメリカ労働運動の高揚と変質(上） 労働法律旬報 1642 2007. 2
月下旬

62～69

アメリカ労働運動の高揚と変質(下） 労働法律旬報 1643 2007. 3
月上旬

42～50

アメリカ全国労働関係法とニューディール・リ
ベラル派

立法過程における対
抗関係

一橋社会科学 3 2007. 7 101～
148

永嶋信二郎 W.H.ベヴァリッジと職業紹介法・失業保険法
の成立

研究紀要（聖カタ
リナ大）

19 2007. 3 73～86

鉄鋼業・造船重機産業（*法政大学大原社会
問題研究所編『日本労働年鑑第77集』所収）

旬報社 2007. 6 179～
183

非正規雇用の拡大とその問題点 労働基準の切り下げ
に関する一考察

一橋研究 32-2 2007. 7 33～48

書評：中野麻美著『労働ダンピング』 大原社会問題研
究所雑誌

588 2007.11 81～84

高齢者の生活と公的年金制度の課題（*坂脇
昭吉・阿部誠編著『現代日本の社会政策』所
収）

ミネルヴァ書房 2007. 4 56～81

日本の福祉体制とその限界 広島法学（広島
大）

31-2 2007. 1 401～
438(1
～38)

Decline or Revival? Japanese Labor
Unions

Japan Labor
Review

4-1 2007. 1 7～22

*民主的で公正・公平な人事制度の確立に
むけて（前浦穂高と共著）

人事評価制度調査研
究報告書

自治労福岡県本
部

2007. 2 219

中島　醸

永田　瞬

中原弘二

中村圭介

中川　清

成果主義と人事改革 日本労働研究雑 560 2007. 2 43～47
定員管理の合理化に向けて（*日本都市セン
ター編『都市自治体の戦略的な組織定数マ
ネジメント』所収）

日本都市セン
ター

2007. 3 31～39

*実践！自治体の人事評価 「評価される側」から
のアプローチ

ぎょうせい 2007. 4 211

役所に勤めたいの？ 日本労働研究雑 561 2007. 4 40～42
自治体に成果主義？ 月刊自治フォーラ

ム
578 2007.11 18～24

南雲和夫 戦後沖縄革新運動の源流（*五十嵐仁編『戦
後革新勢力の源流』所収）

占領前期政治・社会
運動史論1945-1948

大月書店 2007. 3 193～
215

「雇用」活動とその展開形態 人的資源管理の構造
把握に向けて

立命館経営学（立
命館大学経営学
会）

45-6 2007. 3 1～25

［誌上研究会］賃金論の現代的展開を考える
(上)(中)(下)(三好正己ほか5名と共著)

経済（新日本出版
社）

143～145 2007.8
～10

各号
146～
168，
154～
165，
109～
125

医療満足度の国際比較調査の落とし穴 社会保険旬報 2302 2007. 1 44～51
*介護保険制度の総合的研究 勁草書房 2007. 2 304
医療改革 敢えて「希望を語る」 日本医事新報 4335 2007. 5 77～80
医療経済学から見たリハビリテーション医療
のあり方

効果的・効率的なリハ
ビリテーションをめざ
して

Jpn J Rehab Med 44(6) 2007. 6 331～
334

認知症ケアのビジネスモデルを考える 「コムスン処分」の意
味にも触れながら

月刊保険診療 62(9) 2007. 9 97～
101

医療制度改革と増大する医療ソーシャルワー
カーの役割

社会福祉教育の近未
来にも触れながら

学術の動向 12(10) 2007. 1 78～80

*医療改革 危機から希望へ 勁草書房 2007.11 235
医療ソーシャルワーカーの国家資格化が不
可能な理由

文化連情報 356 2007.11 32～37

福田政権の医療政策の方向を読む 文化連情報 356 2007.11 30～32
小泉・安倍政権の医療改革 新自由主義的改革の

登場と挫折
月刊保険診療 62(12) 2007.12 121

二木　立

浪江　巖
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
地域再生政策とローカル・パートナーシップ
（*塚本一郎・柳沢敏勝・山岸秀雄編『イギリス
非営利セクターの挑戦』所収）

ローカルガバナンスと
ボランタリー・コミュニ
ティ組織の対等性と
代表性

ミネルヴァ書房 2007. 6 45～68

医療（*玉井金五・大森真紀編『社会政策を
学ぶ人のために』所収）

世界思想社 2007. 9 126～
153

野村正實 *日本的雇用慣行 全体像構築の試み ミネルヴァ書房 2007. 8 453
野村眞弓 *日本の歯科医療政策（尾崎哲則・広井良典

と共著）
医療経済と国際比較
の視点から

勁草書房 2007. 1 173

橋本美由紀 無償労働の貨幣評価におけるアウトプット法 インプット法との対比
において

統計学 92 2007. 3 21～37

長谷川義和 私的所有の否定と個人的所有の再建（*大谷
禎之介編『21世紀とマルクス─資本システム
批判の方法と理論』所収）

マルクスの人間解放
論

桜井書店 2007. 3 351～
373

蜂谷　隆 年金制度改革論議の方向性 「年金一元化」をめ
ぐって

現代の理論 07春 2007. 4 184～
192

*生活経済からみる福祉 格差社会の実態に迫
る

ミネルヴァ書房 2007. 1 324

勤労者世帯の家計と生活格差拡大 総合社会福祉研 31 2007. 1 58～72
早川征一郎 『日本労働運動資料集成』の編纂を終えて 大原社会問題研

究所雑誌
586・587 2007. 9･

10
1～15

座談会「2007年の世界と日本を展望する」 北朝鮮核開発と安倍
政権発足をうけて

国際経済労働研
究
-Int'lecowk-

966 2007. 1 6～20

北東アジアにおける国際関係の大転換とア
ジア共同体

ユーラシア内陸部の
パワーポリティクス

国際経済労働研
究
-Int'lecowk-

967 2007. 2 6～16

グローバル化・情報化の中の労働組合の
レーゾン・デートル

国際経済労働研
究
-Int'lecowk-

971 2007. 7 7～16

*アジア共同体と日本 激動の中の展望 日本評論社 2007. 8 216

坂東　慧

西村万里子

馬場康彦

ILO条約と社会福祉労働者の労働保護（*佐
藤進・小倉襄二編『現代社会保障・福祉小事
典』所収）

法律文化社 2007. 2 172～
173

EUの障害者の人権保障の法的取り組みと雇
用施策の現状（*高齢・障害者雇用支援機構
障害者職業総合センター編『EU諸国におけ
る障害者差別禁止法制の展開と障害者雇用
施策の動向』所収）

高齢・障害者雇用
支援機構障害者
職業総合セン
ター

2007. 3 15～31

「雇用均等一般枠組指令」の障害規定とEU
加盟国への移行

多様性を尊重し活か
す社会へ

世界の労働（日本
ILO協会）

57-7 2007. 7 36～43

ドイツ労働組合運動の現状と課題 世界の労働 57-1 2007. 1 2～10
労使関係論からみた従業員代表制 「過半数代表者」の実

質化を中心に
季刊労働法 216 2007. 3 40～47

ワーク・ライフ・バランスに関する論点整理 Int'lecowk国際労
働研究

62-3 2007. 3 7～13

労働者の「身分」について 工職身分格差撤廃と
均等処遇

日本労働研究雑
誌

562(49-5) 2007. 5 56～64

非正社員，間接雇用を取り巻く環境とこれか
らの労働市場

関西経協 61-10 2007. 1 4～7

書評：佐藤厚編著『業績管理の変容と人事管
理』

日本労働研究雑
誌

568(49-
11)

2007.11 109～
111

対談：医師不足地域の医療が危ない！ 経済（新日本出版
社）

136 2007. 1 88～99

地域の医療体制と医師不足問題 日本医療労働組
合協議会

489 2007. 2 2～16

患者・住民・医療従事者の運動で住み続けら
れる地域を

社会保障 39(通号
412)

2007. 5 23～27

医療制度『改革』をどう見る，どうするか 患者の権利（患者
の権利オンブズマ
ンNews Letter）

45 2007. 5 1～7

住民の命と安全を守ることができるか 月刊地方自治
職員研修

40-6 2007. 6 36～41

地域医療の現状と今後に向けて JOYO ARC 2007. 6 10～15
医療制度『改革』をどう見る，どうするか（基調
報告）

許されんばい！いの
ちの格差社会～医療
制度改革と患者の権
利3月21日シンポジウ
ム報告集

2007. 1

引馬知子

久本憲夫

日野秀逸
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
医療保険の理念，あり方に即して考える 前衛 822 2007. 1 132～

143
医師不足問題の政治経済学 月刊国民医療 241 2007. 1 8～27
成果主義賃金制度に関する実証的研究 A社の役割成果給 社会科学研究（明

治大学）
45-2 2007. 3 37～52

組合大会にみる成果主義賃金をめぐる議論 A社の役割成果給を
めぐって

商学論叢（明治大
学）

90-1 2007.12 39～50

トヨタを去るとき 出向・転籍・退職の
キャリア分析

文部科学省科学
研究費基盤(B)研
究成果報告書（課
題番号

2007. 3 60～75

企業内における院卒従業員の処遇プレミアム
（梅崎修・松繁寿和と共著）

人事アンケート調査を
使った分析

キャリアデザイン
研究（日本キャリ
アデザイン学会

3 2007. 9 63～74

平地一郎 *これから10年の賃金闘争（労大新書） 仕事と賃金の関係を
探る

労働大学出版セ
ンター

2007. 1 210

藤澤建二 職業教育，職業訓練，生涯学習 ILOと生涯学習 岩手大学生涯学
習論集

3 2007. 3 33～42

母子世帯の階層分化 制度利用者の特徴か
らみた政策対象の明
確化

季刊家計経済研
究

73 2007. 1 10～20

アメリカ福祉改革再考 (江沢あやと共著) ワークフェアを支える
仕組みと日本への示
唆

季刊社会保障研
究

42-4 2007. 3 407～
419

Single Mothers, Paid Work, and Educational
Attainment in Contemporary Japan

Japonesia Review 3 2007. 9 29～42

雇用と福祉の再編（*足立眞理子ほか編『フェ
ミニスト・ポリティクスの新展開』所収）

明石書店 2007. 9 299～
323

千葉県のパートタイマー2006 ヒアリング調査報告
（2006年4月～7月）

研究論集（敬愛大
学）

71 2007 177～
201

千葉県のパートタイマー2006 アンケート調査報告 経済文化研究所 12 2007. 5 61～84

藤原千沙

星　真実

平井陽一

平尾智隆

日野秀逸

（2006年4月～7月） 紀要（敬愛大）
共済危機 日本の共済を踏み潰

させていいのか
エコノミスト（毎日
新聞社）

3896 2007. 5 72～74

日米の保険マーケット拡大と共済規制 共済事業と日本
社会（保険毎日新
聞社）

2007. 6 15～26

保険法改正は問題を直視していない 「他人の生命にかける
保険」の明確なルー
ルが必要だ

エコノミスト（毎日
新聞社）

3916 2007. 9 40～42

松丸和夫 非典型労働者と公的年金（*古郡鞆子編著
『非典型労働と社会保障』所収）

中央大学出版部 2007. 9 143～
157

咸錫憲と池明観の宗教哲学にみる社会史的
認識論

三田学会雑誌 98-4 2007. 1 179～
202

書評：久木尚志『ウェールズ労働史研究』 歴史学研究 824 2007. 2 54～57
*東アジア（髙草木光一と共編） 日本が問われている

こと
岩波書店 2007. 2 298

ピエール・ノラらの『歴史のための自由』は「自
由のための歴史」を放棄したのか？

史学雑誌 116-3 2007. 3 66～68

*裁判と歴史学（矢野久と共編） 七三一細菌戦部隊を
法廷からみる

現代書館 2007. 3 393

*日本帝国主義下の植民地労働史 不二出版 2007. 5 373
*翻訳：社会史と経済史（チャールズ・ファイン
スティーン／アン・ディグビー編）

英国史の軌跡と新方
位

北海道大学出版
会

2007. 1 256

*大量虐殺の社会史（矢野久と共編） 戦慄の二〇世紀 ミネルヴァ書房 2007.11 420
フランスの労働組合と労使対話に関する法 世界の労働 Jan-57 2007. 1 12～19
出生率上昇フランスの政策を読む ひろばユニオン 542 2007. 4 39～41
「企業内組合主義」のゆくえ 産政研フォーラム 74 2007. 5 32～36
支持基盤が揺らぐフランス大統領選挙 まなぶ 595 2007. 6 37～40
フランス最賃，強さの理由 制度，仕組み，基準

が日本とどう異なるか
月刊労働組合 512 2007.11 29～31

データから見たEU・フランスの貧困 フランスに見る市場原
理に対抗する力

まなぶ 601 2007.11 38～43

フランスの失業保険と雇用政策 海外社会保障 161 2007.12 61～78
フランスの企業内労使協議制度の特徴と実
態（*連合総研『労使コミュニケーションの新
地平』所収）

雇用調整を中心に 連合総合生活開
発研究所

2007.12 153～
175

松本一郎 寿町簡易宿泊所街で暮らす人々の在宅生活
を支える食事配達の現状

寿町ドヤ街（こと
ぶき共同診療所
寿町関係資料室）

3 2007. 1 58～59

本間照光

松村文人

松村高夫
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著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
共生をめぐる意識と「生活の質」志向 応用社会学研究

（立教大学）
49 2007. 3 147～

161
高齢期の生活不安をめぐる意識連関と規程
要因

山梨大学教育人
間科学部紀要

8 2007. 3 139～
148

福祉社会の基盤を問う（田渕六郎と共著） ソーシャル・キャピタ
ルとソーシャル・サ
ポート（趣旨・論点・総
括）

福祉社会学研究
（福祉社会学会）

4 2007. 6 21～26

*公共政策の社会学（武川正吾と共編　社会
学のアクチュアリティ第11巻）

社会的現実との格闘 東信堂 2007.11 276

小規模パネル調査による雇用労働者夫妻の
生活時間研究

2004～06年度科
学研究費補助金・
若手研究B・研究
成果報告書

2007. 3 155

統計の品質論(5)（翻訳と関連論文）(伊藤陽
一と共著)

Q2006とQ2006サテラ
イト会議から

統計研究参考資
料（法政大学日本
統計研究所）

97 2007. 5 1～142

海外統計事情 国際統計協会第56回
大会（ポルトガル・リス
ボン）

統計学 93 2007. 9 51～53

*生活保護ってなに これが最後のセーフ
ティネットだ

小林出版 2007. 3 151

保護受給層の貧困の様相 保護受給世帯におけ
る貧困の固定化と世
代的連鎖

生活経済政策 127 2007. 8 14～20

イギリスの社会保障と介護者 経済研究（静岡大
学）

11-4 2007. 2 49～78

介護者支援の国際的な展開とイギリスの位置 経済研究（静岡大
学）

11-4 2007. 2 135～
161

介護者のニーズの承認と自治体のサービス
給付

経済研究（静岡大
学）

12-1 2007. 7 1～59

水野谷武志

道中　隆

三富紀敬

三重野　卓

国民保健サービスと介護者 経済研究（静岡大
学）

12-2 2007. 1 21～42

コミュニティケアの経済分析 経済研究（静岡大
学）

12-2 2007. 1 43～58

介護者の労働力状態とワークライフバランス 経済研究（静岡大
学）

12-2 2007. 1 59～81

三宅明正 戦後危機と経済復興 2 （*石井寛治ほか編
『日本経済史 4 戦時・戦後期』所収）

生産管理と経営協議
会

東京大学出版会 2007. 9 357～
392

日本における団体生保の不当，違法および
違憲性

最高三小平成18年4
月11日判批判および
商法「改革」論

学習院大学法学
会雑誌

42-2 2007. 3 43～
115

生活・生命の現実と近未来の一断面 人間としての労働者，
労働者としての人間

学習院大学法学
会雑誌

43-1 2007. 9 39～70

ソーシャル・インクルージョンと福祉政策（*日
本ソーシャルインクルージョン推進会議編
『ソーシャル・インクルージョン』所収）

中央法規 2007. 1 15～26

*はじめての社会保障第5版（田中耕太郎と
共著）

福祉を学ぶ人へ 有斐閣 2007. 3 1～12，
65～
192

福祉基盤としてのコンパクトシティ 月刊基金 48-3 2007. 3 3～5
ドイツ福祉国家の理念と現実をめぐる一考察 メルケル政権下の社

会保障制度改革と社
会的市場経済

研究紀要（西武文
理大）

9 2007. 2 69～84

ドイツ・社会的市場経済概念「刷新」論議の
動向

社会国家再編の方向
性を知る手がかりとし
て

研究紀要（西武文
理大）

10 2007. 6 33～49

在宅医療における医師の意識と実践（斉藤
嘉孝と共著）

認知症高齢者への対
応に関する調査結果
より

研究紀要（西武文
理大）

10 2007. 6 51～59

認知症高齢者に対する在宅医療に関する医
師の意識と実践（斉藤嘉孝と共著）

埼玉県所沢市におけ
る調査結果より

所沢市医師会報 314 2007. 8 45～75

要介護高齢者へのケアカンファレンスの実践
とソーシャルキャピタル（斉藤嘉孝，内田享，
影山優子と共著）

「尾道方式」にみる地
域連携のあり方

研究紀要（西武文
理大）

11 2007.12 95～
100

ソーシャル・キャピタル概念を用いたコミュニ
ティ成員や地域住民の健康に関する研究可
能性（内田享，斉藤嘉孝，影山優子と共著）

研究紀要（西武文
理大）

11 2007.12 87～93

「柔軟化」か「浸食」か？ ドイツ・事業所委員会
の現状と課題

研究紀要（西武文
理大）

11 2007.12 101～
108

椋野美智子

森　周子

宮島尚史

15



著　者 標　　　　題 副　標　題 出版社（誌名） 巻号 出版年月 頁
森　廣正 外国人労働者（*法政大学大原社研編『日本

労働年鑑』第77集所収）
旬報社 2007. 6 129～

137
今日の賃金制度改革と同一価値労働同一賃
金原則

社会政策学会誌
（法律文化社）

17 2007. 3 84～
102

男女共同参画社会と賃金の平等戦略（*北九
州市立男女共同参画センター“ムーブ”編
『ジェンダー白書5　女性と経済』所収）

明石書店 2007. 3 136～
153

大都市東京にみるワーキング・プア その労働と生活 生活経営学研究
（日本家政学会生
活経営学部会）

42 2007. 3 12～18

書評：佐藤博樹・大木栄一・堀田聰子著『ヘ
ルパーの能力開発と雇用管理─職場定着と
能力発揮に向けて』

日本労働研究雑
誌（労働政策研
究・研修機構）

562 2007. 5 136～
138

格差社会への視座 社会政策学会誌 17 2007. 3 49～54
ソーシャルガヴァナンスの実像 週刊社会保障 61-2450 2007. 1 40～45
イギリス救貧法と高齢者処遇に関する序論 日本法学 73-2 2007. 1 669～

692
スピーナムランド制度再考 イギリス救貧法史の大

転換
政経研究 44-2 2007.12 341～

365
エリザベス救貧法と教区 日本法学 73-3 2007.12 1～23
*裁判と歴史学―七三一細菌戦部隊を法廷
からみる（松村高夫と共編）

現代書館 2007. 3 393

*大量虐殺の社会史（松村高夫と共編） 戦慄の20世紀 ミネルヴァ書房 2007.12 442
山垣真浩 労働分野における新自由主義改革の現状と

問題点（上）
経済学論集（大阪
経済法科大学）

31-1 2007.12 25～42

山縣宏寿 90年代における生活協同組合の賃金水準，
及び賃金体系の変化

経営学研究論集
（明治大学大学

27 2007. 9 45～65

介護ビジネスの社会的責任（*赤羽新太郎編
著『経営の新潮流－コーポレートガバナンス
と企業倫理』所収）（専修大学商学研究所叢
書6）

公的業務民間受託企
業の視点からの考察

白桃書房 2007. 3 90～
108

矢野　久

山口厚江

森ます美

矢野　聡

企業倫理と専門職倫理 作新学院経営論
集

16 2007. 3 169～
188

現代企業の社会的責任（*佐久間信夫・壽永
欣三郎編著『現代経営学の基礎』所収）（現
代経営学基礎シリーズ）

学文社 2007. 4 63～76

企業における専門職の倫理（*企業倫理研究
グループ・代表中村瑞穂『日本の企業倫理
－企業倫理の研究と実践』所収）

白桃書房 2007. 6 85～
113

グローバリゼーションとフィリピンの看護労働
力移動

生活経済学研究 25 2007. 3 105～
115

フィリピンの移民政策と戦略プログラムの展開 国際経済労働研
究Int'lecowk

973 2007. 9 19～27

経済発展と社会政策 東アジアにおける差
異と共通性

社会政策学会誌
（法律文化社）

18 2007. 9 208～
227

*ケアマネジメント用語辞典　改訂版（杉本敏
夫・米増国雄・南武志・和田謙一郎編）（アカ
ンタビリティ，家族構造，交通バリアフリー，差
別，小規模通所授産施設，自殺，準専門職，
他20件）

ミネルヴァ書房 2007.12 4，70，
183，
244，
195，
232

山本郁郎 日本型人材育成方式の移転と「ローカルコン
テキスト」

インドネシア進出日系
自動車企業5社を中
心に

金城学院大学論
集社会科学編

4-1 2007. 9 36～65

造船業の「労働時間」（1957年） 大原社会問題研
究所雑誌

578 2007. 1 36～48

造船業の「工数」管理（1957年） 大原社会問題研
究所雑誌

580 2007. 3 44～56

*産業労働調査の裾野 研究回顧と資料紹介 私家版 2007. 3 301
労働調査とライフ・ヒストリー 大原社会問題研

究所雑誌
588 2007.11 1～14

*地域産業の構造的矛盾と再生（共著） 北海道・東北・沖縄と
英国の事例研究

アーバンプロ出版
センター

2007. 3 241

技能系職場におけるキャリアの複線化（*辻
勝次編著『キャリアの社会学』所収）

トヨタ労働者の事例研
究

ミネルヴァ書房 2007. 4 99～
137

技能系定年退職者の企業内キャリア トヨタ労働者の事例研
究

人文学会紀要（札
幌学院大学）

82 2007. 1 141～
175

横田伸子 1990年代以降の韓国における就業体制の変
化と労働力の非正規化（*奥田聡編著『経済
危機後の韓国－成熟に向けての経済・社会
的問題』所収）

日本との比較分析を
中心に

アジア経済研究
所

2007. 3 59～
101

山本　潔

山田亮一

湯本　誠
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「御手洗ビジョン」という名の「企業エゴ」ビジョ
ン

日本経済団体連合会
『希望の国，日本』批
判

国民医療 236 2007. 5 1～7

金沢の福祉制度と介護ビジネス（*碇山洋ほ
か編『北陸地域経済学』所収）

日本経済評論社 2007. 6 207～
233

医療再編成25年 国民医療 239 2007. 8 13～20
「市場化」路線は社会保障をどう変えたか 経済 143 2007. 8 74～82
「コムスン問題」の本質と課題 福祉のひろば 456 2007. 1 9～15
コムスン問題と介護保険制度の改革 国民医療 241 2007. 1 21～27
市場化路線と医療構造改革 社会保障 415 2007.11 24～31
医療と市場化 綜合臨牀 56-12 2007.12 3249～

3252
吉川かおり 生活課題と生活支援活動（*古川孝順編『生

活支援の社会福祉学』所収）
有斐閣ブックス 2007. 7 44～55

吉田　誠 *査定規制と労使関係の変容 全自の賃金原則と日
産分会の闘い

大学教育出版 2007. 3 196

中国の都市部における貧困問題の社会保障
政策を問う

武漢市の最低生活保
障制度に関する検証

人間社会環境研
究（金沢大学大学

13 2007. 3 131～
141

中国における農民工の貧困問題 労働・生活実態の総
合的分析

賃金と社会保障 1442 2007. 5 28～48

Implementation and Status of Work-Life
Balance Viewed from Matcing Data

Japan Labor
Review

4-4 2007  秋 7～35

パートタイマーと正社員のキャリア形成機会
の均衡化（松原光代・林麗寛・川上淳之と共
著）

育成基準を職務から
キャリア志向

学習院大学経済
論集

44-1 2007. 4 93～
115

「総論」「育児休職，育児短時間勤務と人事
考課」「短時間正社員に対するニーズ」

電機連合21世紀
生活ビジョン研究
会報告

10 2007. 4 5～10，
117～
136，
137～
152

均等ファミフレが財務パフォーマンス，職場生 労働政策研究・研 37 2007. 7 90～

横山寿一

刘（劉）　綺
莉

脇坂　明

産性に及ぼす影響 修機構仕事と家
庭の両立支援に
かかわる調査

124

ワーク・ライフ・バランスの国際比較 学習院大学経済
経営研究所年報

21 2007.12 63～87

書評：川喜多喬編『女性の人材開発』 大原社会問題研
究所雑誌

589 2007.12 65～69

渡辺　満 医療保障制度の現状と今後の課題（*坂脇昭
吉・阿部誠編『現代日本の社会政策』所収）

ミネルヴァ書房 2007. 4 82～
103
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